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満州国における土地所有権一元化の試み

- 錦 熱 蒙 地 処 理 を 中 心 に -

広 川 佐 保

はじめに

20世紀初頭以降,日本は,台湾や朝鮮,関東州において土地調査事葦に着手し,それぞれの

地域において近代的土地所有権の確立を目指そうとしていた｡満州事餐 (1931∵牢)以降,日本

は,東三省 (奉天,書林,黒龍江省),及び内モンゴル東部地域に ｢満州国｣を設立したのち,

同様の試みを図ってゆく｡ ところが束三省や内モンゴル東部地域には,｢皇産｣(旧清朝皇帝の私

産)や ｢蒙地｣(耳ンゴル人の行政単位である旗の地域)といった土地が展開L,そこでは晴代

以来の旧慣が残存していた｡これらの地域には漢人の入植が進み,旧来の土地権利者と漢人のあ

いだで土地権利関係が錯綜していた｡これに対し関東軍 ･満州国政府中央は,土地権利関係の一

元化と近代的土地制度の確立を目指して地籍整理事業を推し進めてゆこうとする｡

地籍整理事業に関する先行研究に関して宮嶋博史は,満州国を含む旧日本植民地の土地変革に

ついて網羅的な考察を行うなかで,日本が小農社会として成熟度の高い地域ではそれを土台とし

て近代的土地変革を遂行し,それ以外の地域 (北海道や満州国の後発地域)では近代的土地変革

により小農社会を形成しようとしたことを指摘 している｡ さらに満州国の地籍整理事業につい

て,｢商租権整理法｣により日本人の商租権が所有権に転換されたことや,日本より進んだ登記
(1】

制度が採用されたこと,地税の問題が重視されなかったことなどにも言及している｡ これらは地

籍整理事業の特徴についての重要な指摘やあるが,これに加え,江夏由樹は,満州国政府が地籍

整理事業を進めるなかで,耕作者である漢人農民に土地所有権を認め,土地所有権の一元化を進
(2)

めようとしたことを新たに指摘している｡ また,1930年代前後,中国では共産党や国民党がそ

れぞれの支配地域で土地政策を展開しており,満州国政府は ｢国民政府土地法｣(1930年)の一
(3)

部をモデルとして,土地法の立案を進めつつあった｡しかしながら満州国のおよそ半分の地域は

*当論文は,博士論文 F素地奉上一満州国の土地政策-過(汲古書院より近刊予定)第5,6章をさらに発
展させた内容となっているO

注 (1) 宮嶋博史 ｢東アジアにおける近代的土地変革一旧日本帝国支配地域を中心に-｣中村哲編 『東ア

ジア資本主義の形成』青木書店,1994年｡

(2) 江夏由樹 ｢満洲国の地籍整理事業について-『表地』と 『皇産』の問題からみる-｣『一橋大学

(3) 広川佐保 rr満州国』初期の土地政策の立案とその展開｣r一橋論叢』第132巻第6号 (2004年
r12月)なお,この時期の共産党,及び国民政府の代表的な研究として,それぞれ山本秀夫 ･野間清

編 r中国農村革命の展開jアジア経済研究所,1972年,笹川祐史 『中華民国期農村土地行政史の研

究』液古書院,2003年,などを挙げることができる｡
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｢皇産｣･や ｢蒙地｣といった土地が占め,1930年代でさえ旧清朝皇帝やモンゴル王公 ･旗がこれ

らの土地に対して権利を有していた｡1935年より満州国政府は,蒙地を開放表地 (晴代より漢

人移住や開墾が進み,県が設置された蒙地｡満州国時代,奉天,書林,龍江,清江省に所属),

錦熟表地 (満州国時代,熟河,錦州省に所属し,モンゴル人と漢人が混且していた表地),非開

放棄地 (興安省に所属し,主に遊牧が行われている表地)に分類し,それぞれの地域で土地政策

を実施しようとしていた｡また,江夏は,満州国内部でこれら皇産や開放蒙地における旧清朝皇

帝やモンゴル王公 ･旗の権利を解消するか否か,′意見の対立があり,具体的な政策の立嚢が困難
(4J

であったことを会議の議事録を用いて指摘している｡ 筆者は満州国政府が国内の反対意見を押し

切って,開放蒙地におけるモンゴル側の諸権利廃止を決定した過程 (蒙地奉上とよばれる),及
(5J

び政府の開放蒙地処理の整理方針について検討した｡

引き続き満州国政府は錦熟蒙地の整理に着手し,権利関係の一元化を図ろうとするが,これら

の地域は,漢人とモンゴル人が土地を巡って鋭く対立する土地であった｡本稿ではまず,地籍整

理局が作成した土地調査資料や土地整理に関わる会議録や法令などをもとに,錦熱蒙地において■1

漢人とモンゴル人がどのような土地権利関係を構築していたのか見てゆく｡ 次に,､軍事的緊張

辛,関東軍と現地官僚との意見の対立のなかで,満州国政府がどの･ように土地政策を立案し,そ

れを実行に移していったのか,そしてそれがどのような歴史的意味をもっていたのか検討するこ

とにしたい｡

1 満州国樹立と錦熟棄地

(日 章地をめぐる諸問題

清朝時代,モンゴル人の居住する地域には盟旗制度が敷かれ,封禁制度により漢人の移住や漢

人への土地売買が禁止されていた｡清朝は各旗 (モンゴルの行政単位)において,モンゴル王公

をジヤサク (旗の長)に任命し,旗内の行政を統括させた｡ ジャサクは世襲王公であると同時に

清朝の官僚であり,旗内の訴訟や行政を管轄した｡民国時代,これらジャサクが旗を統括する権

利を ｢管轄治理権｣と呼んだ｡旗内には旗街門 (役所)が置かれ,そこに役人が常駐し,各地方

を参領 (旗官職名)や佐領 (同)などの役人が治めていた｡旗に所属するモンゴル人は旗内では

遊牧を行い,大体の放牧地は定まっていたが,土地を所有するといった考えは生革れなかった｡

1723年 (薙正元年),直隷 ･山東で飢鯉が生じた際,清朝′は災害地域の農民を救済するため,

｢借地義民埠制｣を実施し,内モンブルに彼らを入植させた｡この際,入植漢人はモンゴル側に

｢押租銀｣(小作敷金の一種)潅納付し,春から秋まで耕作が認められたが,これにより漢人移住

が本格的に進んでいった｡しかしながら,蒙地不充の原則により､,入植漢人には一種の ｢永佃

権｣,｢永租権｣が認められたに過ぎず,蒙地はジャサクと旗の管轄下に置かれていた｡･

注 (4) 江夏 ｢満洲国の地籍整理事業｣｡

(5) 広川佐保 ｢モンゴル人の 『満州国』参加と地域社会の変容一興安省の創設と土地制度改革を中心

に-｣『アジア経済』第41巻7号 (2000年7月)メ;同 ｢満州国における蒙地車上について-『蒙地
整理案』と 『開放蒙地調査資料』をもとに-｣『アジア経済』第43巻8号 (2002年8月)0
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ジョーオダ,ジョソト盟は,民国時代に熟河省,満州国時代に錦州 ･熟河省が設置され,錦熱

蒙地と呼ばれた地域である｡ これらの地域はモンゴル地域のなかでも南部に位置していたため,

17世紀より漠人農民の流入が始まり,18世紀の徳地義民地利を経てその数はさらに増加してい

た｡これらの地域でも封禁政策により,原則的には漢人の入植や土地の売買が禁止されていた｡

ところが時代が下るに従って,モンゴル頒rlの王公や有力者などが,自分たちの利用する故地へひ

そかに漢人農民を入植させるようになってゆく｡ この際,モンゴル側は,小作料滞納を撤佃 (永

佃権を撤回すること)の条件として,入植漢人に ｢租子｣(小作料の一種)を課したが,これら

の権利を ｢吃租権｣(租を徴収する権利)と呼んだ｡こうして入植漢人は,租子納入と引換えに

いわゆる ｢永佃権｣(租を納める限り,土地を永久に貸借できる権利)を取得していった｡

1891(光賭17)午,オーハン旗ではモンゴル王公と漢人入植者の対立をきっかけとして ｢金

丹道事件｣が生じた｡この時生じた漢人農民の反乱はトウメド,ハラテン各旗に波及し,彼らは

モンゴル人や王府を襲撃した｡乱に加わった漠人たちはモンゴル側との土地契約文書を破棄した

ため,両者の土地権利関係はさらに複雑化することになった｡この際,多くのモンゴル人が弗部

の旗へ避難し,南部各旗における漢人とモンゴル人の力関係を逆転させる契機となる0

辛亥革命 (1911年)徳,内 ･外モンゴルでは独立運動が生じるが,これに対し中華民国政府

は,･1914年 1月,ジョーオダ,､ジョ rlJト盟地域を熟河特別行政区に改編する｡ 当時,これらの

ほとんどの土地は開墾され,県の設置が進んでいた｡その結果,同地域では県と旗が並存L,県

は漢人を,旗はモンゴル人をそれぞれ統括する二重統治の状況が生じていた (図 1)｡ ところが

これらの土地の大部分は原則とノして売買不可の蒙地であったため,熱河特別区政府は,国税であ

る田既や科銀の徴収ができないままであった｡

1926年3月,奉直戦争後,ジョーオダ,ジョッ ト盟は,奉系軍閥の勢力下に置かれ,1928年,

熟河特別行政区は熱河省 (省長 :湯玉麟)となるo 盟は一応存続するものの,次第に省の権限が

増してゆく｡ 1929年7月以降,熱河省政府は本格的な土地整理として,経界清理事業を開始し,

地畝整理機関として熟河全省経界委員会 (他省の土地局に相当)を設立した｡熟河省政府は事業

の方針として自己申告制をとり,｢地価｣(ここでは登録費用を指す)を徴収しないこと,財産権

の固定,税負担の平均化などを掲げ,熟河省におけるモアゴル人 ･漢人に完全な ｢土地産権｣を
(6I

附与することを目標とした｡しかしながら事業は,調査員による不正が頻発したことで住民の反

発を招き,満州事変 (1931-年9月1g屯)を機に中止へとむかうことになる｡

1933年2月∴関東軍は熟河省に侵攻し,3月に赤峰,承徳を占領七,さらにチャハル省まで兵

を進めた｡関東軍の攻撃は同年5月の ｢塘活停戦協定｣を以って一旦停止する｡ この際,熟河省

の各旗は,蒙旗保安隊を編成して治安維持にあたり,関東軍に協力していた｡同3月末,熟河省

のモンゴル人王公は,特務機関主催 ｢蒙古王公代表会議｣に参加し そこで満州国帰属を宣言す

る｡ところが満州国政府が熟河省における県制施行を決定したため,モンゴル側は反発を強め七

ゆく｡ ちょうど1934年中頃より,熟河省西部では宋哲元 (チャハル省主席)の部隊が進入し始

注 (6) ｢熱河全省経界委員禽白話怖告｣地政線局 『土地関係者法規 (奉熟両省之部追録)』,1-2頁｡
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図1 錦熱賛地における県と旗 (1934年)

出典) 及川三男 ｢熱河蒙旗の概要 (1)｣『民政部調査月報』第1巻第 10鍍 (1936年9月上 付園 ;広
川佐保 ｢モンゴル人の r満州国』参加と地域社会の変容一興安省の創設と土地制度改革を中心

に-｣Fアジア経済』第41巻 7号 (2000年7月),付図をもとに作成｡

めており,政府にとって熱河省のモンゴル人を引き入れることは非常に重要であった｡ そこで同

9月,政府は各旗のジャサクを招いて ｢各旗蒙古王公会議｣を開催し,暫定的にモンゴル人と漢
(7)

人の紛争を調停し,1934年末,ジョーオダ･ジョソト盟地域に錦州省と熟河省が成立した｡

(2)満州国時代初期における土地制度と土地売買

満州国に組み込まれた東三省や内モンゴル東部地域には,国有地,公有地,量産,蒙地,一般

民有地などの土地が存在していた｡これらの土地ではそれぞれ慣習や制度が異なっていたが,漢

人の入植や転売が進みつつあった｡地域によって多少の差違はあるものの,奉天省における土地

売買は,次のような方法をとった｡まず仲介者を通じて,売主 ･買主のあし_､だで契約を取り交わ

し (立契),買主は村公所等へ届け出て手数料を納める｡ つぎに県公署財務局において,｢契税｣

(登録税の一種)と旧執照 (官署発行の使用認可書)を提出する｡ さらに ｢過割｣(納税者名義変

更)を行い,地方法院に登記費を納め,高等法院の審査を経て不動産登記証明の発行を受けると
(8)

いう手順を踏んだ｡ただし上記の手続きでは手数料が必要となるため,当事者間で私的に土地の

注 (7) 及川三男 ｢熟河蒙旗の概要 (3)｣『民政部調査月報』第 1巻12礁 (1936年11月),43-47頁｡
(8) 保聯亨 ｢滞洲園に於ける従来の土地膏買手席 (1)｣『地友脅雑誌』第2巻第2競 (1937年4月),
108-119頁｡
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売買を行う場合も少なくなかった0-万,皇産や蒙地などでも漢人農民の流人により,土地の開

墾や転売が進んでいた｡ところがこれらの土地は売買が禁止されていたため,上記のような正式

の手続きは行われず,売主と買主のあいだで白楽 (私契約)により,証文に ｢倒｣または ｢党｣

(ともに "換える''を意味する)と記して土地権利の譲渡 ･転売が行われていた｡

1910年代,中国各地で不動産登記の法令が施行されていたが,1922年,中華民国政府は ｢不

動産登記条例｣を施行し,統一的な土地登記制度を開始するo しかしながら登録には手数料が課

されるために,登記を行わずに土地執照を土地権利の証明とする場合が多かった｡これら土地執

照は,清朝時代より招垂,清文 (測量),官有地の払い下げのたびに発給されたが,形式も統一

されていなかった｡1930年代の満州国政府の調査によれば,清朝時代の土地執照,民国時代に

各省政府や県,演 (地局),墾務機関が発行した土地執照が存在していた｡

満州国成立後,政府は,旧来の慣習や民国時代の土地売買方式,登記法などをそのまま踏襲し

ていたが,国内の土地面積や土地制度,土地権利関係を正確に把握しきれていなかった｡そこで

政府は,あらゆる産業と密接に関わる土地行政の把握と制度の確立に着手する0 1935年,政府

は地籍整理事業を開始し,1936年以降,土地審定法を公布すると~ともに,土地権利の認定と同

時に不動産籍の登録も行った (1937年不動産登録法)｡これにより政府は土地行政を市県嘩長の

統括下に置き,地税賦課を行うことを計画していた.このように,政府が国内の土地を一元的に

掌振するシステムを構築しようとしたことは,地税徴収の強化のみならず,国土の開発 ･管理 と

利用を進めるうえでも重要な意味を持Irjていた.

2 錦熟章地処理の開始

日 ) 関東軍の土地権利の一元化方針

1936年以降,地籍整理事業により,皇産や開放表地の整理が開始されていたが,錦熟素地で

は県 ･旗が並存し,土地問題は手付かずのままであった｡こうした状況に対し,同年6月,関東

軍参謀は ｢通牒｣を下し,錦熟両省における ｢蒙旗行政権の法制化｣を進め,10年後を目途と

して県 ･旗を統合し,モンゴル人と漢人の土地紛争を解決することを決軍した｡ さらに ｢通牒｣

は,錦熟蒙地の整理について,地籍整理局による特別機関の設置や綿密な土地調査実施,土地紛I

争の解決などを指示していたOこの際,関東軍は,熟河省の軽罪清理事業がかつてモンゴル人甲

大きな反感を招いたことを考慮し,土地問題の解決にあたっては,｢概ネ湯玉麟就任直前ヲ基準
(9)

トスベシ｣としていた｡関東軍の ｢通牒｣を受け,熟河省政府,民政部,司法部,蒙嘩部,関東
(10〉

軍のあいだで協議が開始され,満州国政府は同年11月までに ｢錦,熟蒙地権利及貢納整理要綱｣

の策定を進めたOここで問題となったのは,錦熱蒙地においてiEンゴル倒 (王公,演,寺廟,演

氏)が,､漢人入植者から徴収してきた粗子の存在である｡ 満州国時代,モンゴル側の租子を徴収

する権利を ｢吃租権｣と称していた｡政府はこれら ｢吃租権｣を ｢上級所有権｣,漢人入植者の

｢永遠耕作権｣(租子を納入し,永遠に耕作する権利)を ｢下級所有権｣とみなし,両者の土地権

注 (9) 地籍整理局 『土地制度調査骨第-同委員曹議事速記録』(1937年),56-60貢｡

(10) F熟河省公署公報付録』第1髄 (1936年9月),5頁,第3鋸 (1936年11月),3頁O
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利関係を ｢分割所有状態｣と呼んで理解しようとしていた｡満州国は錦熟蒙地において単一所有

権を確立するため,｢分割所有状態｣や ｢吃租権｣を解消してゆこうとするが,それぞれの権利

の実態については把握していなかった｡

1936年 11月の地籍整理局主催 ｢土地制度調査会第1回委員会会議｣では,開放衰地奉上が決

定されるとともに,｢錦･熟蒙地声利及貢納整理二間スル件｣が取り上げられた｡ここで政府が

示した ｢錦,熟蒙地権利及貢納車理要綱｣の方針とは,モンゴル人側が租子を徴収している土地1

では,原則として租子徴収権者｣っまりモンゴル側を土地所有権者とみなそうとするものであっ1I

た｡ただしモンゴル側が入植者から地価同等の対価を徴収している場合は,土地を回収すること

ができなかった｡この際,入植者はモンゴル側に補償金 (租子を一定率還元した土地価格)を支

払えば,土地所有権を得ることができるとされた｡政府はこうした方法により,錦熟蒙地におけ

る土地権利関係の一本化を図ろうとしていた.しかし,この段階では,租子の解消方法や還元率
(u)

などは定められていなかった｡同要綱は権利関係の一元化を目指した点では,熟河省の経界情理

事業と同一の目的を持っていたといえる.ただし同要綱は,基本的に租子徴収権者であるモンゴ

ル側を土地所有確に認定するなど,モンゴル側に比較的有利な条件を設定していた｡この点は漢
1

人耕作者に土地所有権が認められた開放素地の場合と大きく異なっていた.同要綱は若干改編さ

れた後,同年 12月,｢錦熟蒙地産利及貢納整理要綱｣として結実するが,後に ｢国務院案｣と呼

l

ばれることになる｡さらに政府噂,同年 12月,｢熟河省及錦州省内旗制｣を公布し,県の区域を

旗の区域に一致させ,それぞれ牢 と旗長を配置したo場 長にはおおむね世襲王公であるジャサ

クがそのままあてられたoこうした方式を ｢県旗複合制度｣と称したが,これは政府がこれまでI

の県別優先から,モンゴル側重視の方向へ転換したことを示していた｡■

(2) 錦熟章地調査班の組織tj調査の開始
】

1936年 12月以降,さきの ｢錦熱蒙地権利及責納整理要綱｣等を受けて,地籍整理局,家政

由,財政部,企画処など関係諸機関は協議を重ね,具体的な錦熟素地処理要綱の作成に取り組ん■

でいた｡これと並行して地籍整唾局は,1937年4月に ｢錦熟蒙地実地調査要乱 を掲げて実態【

調査に着手する｡地籍整理局は桓 省公署線番庁庁長を調査本部長に任命し,さらに地籍整理r

局,税務監督署,熟河 ･錦州両省省公署,表地関係県 ･旗公署等の署員をその監督下に置いて調

lll

査班を組織した･(表 1)｡また,申籍整理局は調査に先んじて5月1日から1週間,地籍整理局(14)

熟河分局 (承徳)において調査卓に訓練を施した｡

l

地籍整理局作成 ｢錦熱蒙地軸 調査要綱｣によれば,錦熟蒙地調査は,モンゴル人 ⊥漢人双方

を調査対象としており,概況調査と精密調査の2つの方法をとるとしていた｡まず地籍整理局

l

地所有の形態,特殊事情等)に基づいて調査し,土地等級を概走することを計画していた｡つぎ

注 (ll) 地籍整理局 r土地制度調査曾第一同委員骨議事速記録』,207-208貫.

(12) ｢勅令第179髄 熟河省及緬州省内旗制｣『政府公報』第823柴 (1936年12月17日)O/
(13) 地籍整理局 『錦熟蒙地調査報告 上巻 (土歓呼左右旗,翁牛特左右旗)過1937年12月,25-26

頁O ,
(14) 地籍整理局 F錦熟豪地調査報告 上巻』,3頁0】
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表 1 錦熱賛地調査地域と由査班 (1937年 5月-8月)】

調査本部長 :熱河省次長 (熟河省総務庁長) 】

調査班 班 員 ~調査地域 調査方法

熟河班長 第一分速長 (莱): 地籍整理局貞2 蘇 オーハ ン旗 (新着彫工 調査事項をもとに,十数及川三男 中島 熟河箪または熟河毒 ′ワ テン中旗 億 平牌) 村を対象と-した聞き取り

副班長 (莱) 監督署職員 1解 く旗)公署職員_通訳3(計 8人) 調査

第二分班長 (兼): 向上- ハラナン左旗 (建昌解), 調査事項をもとに,旗全

原副証長 (兼) 同中旗 (寧城解) 体の概括的な権利関係を調査

第三分滋長 .(兼): ◆同上 オンニヨー ド左旗 (烏丹 調査事項をもとに,旗全

片倉副珪長 (莱) 解),同右旗 (赤峰旗) 体の概括的な権利関係を圃査

錦州政長 地籍整理局員2 トウメド右旗 (朝陽願), 調査事項をもとに,旗全

∫五島徳二郎 綿州省公署職員3:奉天税務監督署聴異 1輝 .(演)公署職員等(内通訳 3)(計 14人) 同左旗 (阜新鮮) 体の概括的な権利関係を調査

出典) 地籍整理局 r錦熟素地調査報告 上巻 (土欺特韮右旗,翁牛特左右旗)j1937年より作成.
111

に地籍整理局は概況調査を参照しながら,調華地域を耕地とその他の土地 (入会軌 山河,沼

釈,山帆 鉱山,牧野,荒地)に分けて精密調桓 行うとしていたo

これらの計画をもとに,各調査班は5月8日ト8月3日の約3カ月間にわたり,担当の地域を
～1

'調査した｡同時に地籍整理局は,調査の完遂を図るため特別調査隊 1班を派遣して,6月より約l
(15)

1カ月半,省 ･県 ･旗各公署,王府等に現存す各文書史料調査を実施したo満州国政府は,旧熟

河省14旗のうち興安西省内の旗を別に処理する串した.ため,錦州 ･熱河省所属の トウメド左 .

右旗,オンニヨー ド左 ･右旗, ハラチン右 ･申 ･左旗,オーハン旗が調査対象となった｡また,
【

日中戦争開始の影響から予定通りの概況調査と精密調査を実施せず,オーハン旗,ハラテン右旗

I
r

において ｢調査事項｣をもとに十散村を対象に甲き取り調査を実施しI,その他の旗では概括的な

権利関係調査を実施した.当時,その成果は,『錦熟蒙地調査報割 (全3巻)としてまとめられ

買.､この 隅 熟蒙地調査報告岬 県の文書調査を用いた開放蒙地調査の場合と異なり,旗の文r

書細 が中心となっていたo 開放蒙地の場合中 帯洲蕃慣調査報告割 などの詳細な資料があ
り,これをもとに実態調査を実施することが可師であったO これに対し,錦熱表地の場合は,土

地に関わる基本的な調査資料が欠如していた｡…｢当時,これを補ったのが及川の ｢熟河蒙旗の概

要｣であり,ここには1920年代,及川が東亜勧業株式会社の社員時代に収集した記録や見聞が

注 (15) 満織産業部編 F錦,熟蒙地整理事業 ノ近状』1937年9月,1-5頁.

(16) 地籍整理局 『錦熟蒙地調査報告 .上巻j1937年12月,以下同 じ,.同 臣錦熟蒙地調査報告 中巻

(噴射 ♭中旗)過,同 閣 熟蒙地調査報告 下垂 (噂嘩帖 中左旗 敷漠旗蟻
(17) 南清洲裁道株式曾社編纂 『清洲蕃慣調査報告書前篇ノ内 蒙地』清洲 目白新聞社,1914年｡

(18) 及川三男 ｢熱河蒙地の概要 (1)～(4)｣r民政部調査月報』第 1巷第 10-12鋸,第2巻第 1髄
(1936年9月～12月)0
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(19)
記されていた｡つぎに上記の資料や同時期に旗が作成した 『噂嚇沌右旗蒙地史』をもとに,錦熟

蒙地におけal土地権利関係の翻 目について見てゆくことにしたいo

(3) 錦熱賛地の土地権利関係-ハラチン右旗における調査-

1937年 5月,第1分班の斑員は朝陽に集合した｡まず班員は県公署において調査計画書に対

する現地の意見を聴取 した後,土地関係の文献を収集し,31カ所で紛争地に関する聞き取 り調
(20)

査を行ったOその後,軒1分班はハラテン右旗の各村において,各村の人口,面積,旧畢卜及び

現在の土地権利関係などを調査した｡ハラチン石旗でも18世紀前半の倍増蕃民地別により,山

東,直隷省からの漢人農民の移住が進んでいたが,乾隆期 (18世紀半ば～後半)には商人の来

往も増加し,各地で都市建設が行われた｡一般的に錦熱表地では満州国時代までに,(1)外倉

地,(2)内倉地,(3)聞散王公 (分家した王公)の土地,(4)貴族の土地,(5)箭丁 (一般旗

氏)の土地,(6)廟地,(7)駅苑地,(8)漢人耕種地,などの土地の種目が存在していたoJ

(1)の外倉地とは,広義的には旗内の山河,湖沼,荒地を含む旗内全ての土地を指す｡ハラチ
′

ン右旗では,借地義民地利の実施により,漢人農民の移住が進んだが,そうしたなかで,租子収

入を旗行政費にあてるべ く設定された開墾地を外倉地と称した｡満州国ではこれら外倉地を国家

に奉上するべきかどうか議論がなされていた｡これに対し,ハラチン右旗出身の呉椿齢は,同旗

では借地養民地制により牧地が減少し,旗民の生活に支障が出てきたため,一定の地域を ｢公

倉｣(あるいは外倉)とし,モンゴル人の ｢土地鎗有｣の観念から,ここで徴収した租子を旗民
(21)

に生計費として分配したと主張していた｡

借地養民地制を経て,多くの旗において,ジヤサクは旗内の一定の土地に漢人農民を入植させ
【22)

て開墾を進め,徽租機関を設けて租子を徴収し,自らの生計維持にあてるようになる｡ これらの

土地は (2)内倉地と呼ばれた｡各旗における内倉地の成立年代は判然としないものの,大体 18

世紀から19世紀半ばにかけて成立.したとされ,そこでは各倉名義の ｢紅契｣(官印のある証書)

を発給していた｡1930年代までに,ハラナン右旗では,旗内に外倉地 (10カ所),内倉地 (10

カ所)が配置され,錦熟蒙地調査政の調査によれば,外倉地619,417.8畝,内倉地 106,947.0畝で

あった｡ 内倉地のうち吃租地面積は105,800.0畝,モンゴル人が耕作 ･経営する ｢自種地｣(小作
(23)

地を含む)は1,147.0軌であった (表2参照)0

これら内倉地 ･外倉地の設定に従って,各旗内ではますます漢人移住が進み,聞散王公,一貴

近 (19) 本稿で用いるのは内モンゴル自治区図書館所蔵本であり,表題が不明であるものの,･篤多博編纂

『噂軸姑右旗蒙地史』(1941年)の異本と考えられる｡槍斯巴幹,干化民 ｢聞手略卿沌右旗蒙地史的

説明｣F暗駒姑右旗文史資料』第5輯 (1992年)0
(20) 北支経済調査所第三珪 r清洲園地籍整理状況視察報告J満載北支経済調査所,1939年1月,94-
95頁｡

(21) 呉椿齢 ｢錦熟蒙地外食の研究｣r蒙古研究』1巻4髄 (1939年11月),124-136頁O呉はモンゴ
ル人が遊牧生活を営み,土地は個人所有ではなく給有制度にあったと主張していた｡実際は開墾が

進むにつれて,ジヤサクが一定の土地を･占有し,モンゴル人が個別の利用地に漢人を入植させるな

ど土地の開墾が進んでゆく｡

(22) 地籍整理局 『錦熱蒙地調査報告 下巻』,1405-1406頁｡

(23).篤多博 『暗刷姑右旗蒙地史』,43頁.
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表2 錦熱賛地各旗における土地種Elと吃租地面積,及び自種地面積

ハラナン右旗 (臥). ハラテン中旗 ハラテン左旗 オーハン旗

吃租地 自種地 吃租由 日程地 吃租地 自種地 吃租地 自痩地

外倉地 619417.8 0.0 56272.8 不明 56900.0 不明 39388.0 2658.0

聞散王公 .貴族 326217.0238590.646962.0 21580.091910.54384.0′ 不明 不明 不明 不明 30000.0 6500.0箭丁私有地または棄民地福分地差役地帯上地.寺廟地 不明60000.0 不明1000.0 不明47162.620000.0780000.0不明 不明不明不明不明.不明 70000.011900.0l:48784.0rIIliIIItIJ一I:I_5300.0l

駅弟占地 ､ 4962.0 不明 65弧0三 不明∫ 不野 不明 ′ 不明 不明

注) 1.オンニヨード左旗 ･右旗は金丹道事件により史料がなく､トゥメド左旗 ･右旗は未調査のため詳細なデー

タがない｡

2.1噴=100畝として換算｡なお,上記の吃租地面積とはモンゴル側が租を徴収することができる現在の吃

租地であって,租を徴収できなくなってしまった土地は含まない｡また,オーハン旗の土地面横は概数で

ある｡

3.調査報告において箭丁の土地をハラテン右旗は福分地,同中旗は箭丁私有地,オーハン旗は蒙民地と記

し,ハラテン左旗は福分地,差授地,箭丁地と区分している｡なお,ハラテン左旗の福分地は自種地であ

り,差役地,箭丁地は吃租地であると報告されている｡また,ハラサ ン中旗の駅錨地は,外倉地に編入されている｡

出典),地籍整理局 F錦熟素地調査報告 中巻 (噂倒姑中旗)』1937年,1125-1127頁 ;同 『錦熟蒙地調査報告 下
巻 (噂嚇姑中左旗 敢漠旗)i,1604-1611,236912370貢 ;篤多博編幕 F噂鴨池右旗蒙地史j1941年,43頁
より作成｡

族,有力な僧侶のなかには,ジヤサクの土地占有に倣って旗内の土地を占有し;そこに漢人農民
(241

を入植させてゆくものもいた｡これが (3)聞散王公の土地,(4)貴族の土地である｡ なお,ハ

ラテン右旗では間散王公や貴族の土地を ｢大倉地｣と称した｡錦熟表地調査班の調査によれば,

ハラテン右旗の間散王公 ･貴族の土地のうち,吃租地面積326,217.0畝,自種地21,580,0畝であ
(25)

り,√約9割が漢人の耕作地となっていた｡

18世紀前半以降,借地養民制度と旗内有力者の土地占有により開墾が進められた結果,境内

の牧地は次第に減少してゆき,箭丁 (一般旗民)の遊牧生活に差障りが生じてくるO そのため,

18世紀前半,清朝政府はモンゴル地方への漢人の移住を厳禁するとともに∴箭丁の生活軍定の

ために,旗内の土地を分給することを命じた.これに従っJでハラチン甲旗では_,男女を問わず旗
(26)

民には20畝を支給し,ハラチ ン左旗では18歳以上の男子にそれぞれ40畝を分給したOその他

の旗では,箭丁が各自一定の土地を占拠したとされる｡このほか各旗には,官職にあるあいだ支
(271

給される ｢差役地｣,戦功等の功績によりジャサクが給与した ｢恩賞地｣などもあった｡これら

の土地が (5)箭丁の土地 (｢福分地｣とも呼ばれる)､であり,そこで箭丁は土地の ｢使用収益

＼

注 (24) なお,ジヤサクの分家に伴い,内倉あるいは外倉の一部を分割した土地もこれに含まれた｡I

(25) 地籍整理局 『錦熟蒙坤調査報告 下剤∴1125-1126頁o
(26) 地籍整理局 『錦熟蒙地調査報告 下巻』,1422,1608頁｡

(27) 篤多博 『噂脚沌右旗蒙地史』,4貫｡
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権｣が認められたが,執照がない場合もあった｡錦熟蒙地調査班の調査によれば,ハラテン右旗

の箭丁の土地は,吃租地238,590.5畝,自種地91,910.5畝であり,約7割の土地8三凄人が入植し,
t2即

約3割弱の土地でモンゴル人自身か農業経営を行っていたことが確認できや . また清朝時代,ハ

ラチン右旗には8の参領のもと,各参領区に5-6の佐領が配置され,これらが箭丁の土地を統

括していた｡旗民が逃亡 ･絶家した場合,旗は再びこれら箭丁の土地を回収して外倉に編入した

が,これは ｢上箭地｣と呼ばれた｡19世紀中頃までに旗内の未耕地が減少していったため,土

地分給の制度は廃止される｡

このほか主として王公,貴族,有力な箭丁が寺廟に寄進した (6)廟地や,(7)駅苑地などが

あった.廟地から生じる収益は,廟の維持や僧侶の生計費にあてられたこ 駅馬苑地では,駅戴

(ジャムチ)に従事するモンゴル人に馬匹放牧地として使用収益を許可した｡また,ハラテン右

旗には祭祀のために設けられた公会地などがあった｡

以上がモンゴル側の支配する土地の概要であるが,つぎに (8)漢人耕種地について見てゆく

ことにしたい｡先にも見たように,借地養民地制以降,漢人はモンゴル側に押楓銀を納め,｢短

期小作権｣やいわゆる ｢永柚権｣を取得してゆく｡ さらに困窮した旗民のなかには,漢人に対

し,自らの土地を担保として ｢押｣(短期の抵当権設定)や ｢当｣(長期の抵当権)といった契約

を結ぶものもあった｡これらの土地は,条件付で期限がくればモ㌢ゴル側が回収可能な土地であ

り,｢活聖地｣と呼ばれた｡しかしながら,期限内にモンゴル側が借金を返済しない場合,これI

らは回収不可能な土地 (死実地)となり,漢人の支配下に置かれる土とになった｡また,家地不

充の原則のために,証文では ｢売｣の字を避け,｢免｣や ｢倒｣と記すことにより,蒙地の譲渡

や転売が進んでゆく｡ ただし錦熱賛地では,土地がどのような形態であれ,｢蒙地不充の原則｣

により,漢人入植者は一定額の租子をモンゴル側に納めなければならなかっ･た.このように錦熟

蒙地では ｢素地不売の原則｣や租子の慣習が存続し,漢人入植者は完全な土地所有権を得ること

はできなかった｡

このほか漢人耕種地には,漢人が盗墾した土地,浮多地 (契約書に記載される面積以外の開墾

地),転尭 ･転倒 (転売)により権利関係が不明瞭になってしまった土地,｢金丹道事件｣の際,

漢人入植者が不法に取得した土地なども含まれていた｡これらの土地では漢人入植者は租子を納

めず,｢黒地｣と呼ばれ,錦熟素地全体の6割を占めるともいわれた｡

また,ハラテン右旗のモンゴル人世帯では,.租子収入が収入の大半を占めている場合も見られ
(29)
たoモンゴル側はこれら租子を根拠に土地に対す阜権利を主張していたが:満州国の日本人官僚

は,表地が売却不可能なため,モンゴル側が形式的に亀子を設定したと見ていた｡また,漢人耕

作者のなかには,組子を単なる慣習上のものと理解し,畝摘 (県が課す地税)と同一視するもの

もあった｡このように,モンゴル人,漢人,日本人のあいだでは租子に柑する認識が異なってい■

注 (28) 地籍整理局 『錦熟表地調査報竃 下巻』,1125-1126貫

(29) ハラナン右旗葉相帯の蒙民調査によれば,モンゴル人世帯 (A)の収入のうち,自種他収入41元
5角,吃租地収入30元であり,約4割が租子収入である｡ また,同地域の旧貴族の世帯 (ち)の収

入は,耕作地収入70元5角,吃租地収入115元5角であり,約6割を組子収入が占めている｡ 地

籍整理局 相島熱蒙地調査報告 下巻』,1092-1094頁
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た｡さらに,ハラテン右旗の調査によれば,モンゴル側が福分地を,どのような形態であれ自己

所有であると主張しているのに対し,漠人側は土地が ｢死築地｣である場合,自己所有であると

主張するなど,双方の認識にずれがあることが報告されている｡ まさにこうした土地に対する両

者の意識の相違が,錦熟蒙地における対立の根源であっ章といえようO

以上のようにハラテン右旗では,内倉地,外倉地,貴族,箭丁の土地の大部分において漢人移

住が逸んでいたが,これと同様に錦熟蒙地全域で開墾が進んでいた (表2参照)｡こうした状況

に対し,各調査班は,錦熟豪地における土地所有形態について,モンゴル側が ｢吃租権｣(上級

所有権)を有し,漠人側が ｢永遠耕作権｣(下級所有権)を有する ｢分割所有形態｣であると見

ていたoさらにモンゴ)i:人自身が耕作する ｢自種地｣については,モンゴル人に ｢所有権｣が存

在するとみなしていた.孝た,北部に位置するオンニヨード左旗では,一部遊牧が行われていた

が,同地域を担当した調査班は,遊牧形態にある土地の整理方法については判断を示さなかっ

た｡調査終了後,各調査班は調査結果を取りまとめ,｢現地案｣の作成に取り組んでいった｡政

府は.開放琴地の処理の場合,清朝や東三省各地方政府が制定した法令に則って権利関係の一元

化を進めることができた｡しかしながら錦熱蒙地では,旧敵河省政府の方針をそのまま踏襲する

わけにいかず,また,王公 ･旗だけでなく一般モンゴル人でさえ ｢吃租権｣を有し,これを生活

の糧としていた｡そのため錦熱蒙地における ｢吃租権｣は,開放蒙地の場合のように ｢上級所有

権｣として一気に解消できるも.のではなく,また漢人の ｢永遠耕作権｣を･一律に廃止することも

現実的に不可能であった｡

3 現地案の作成

(1) ｢壷慮島案｣と ｢熟河省案｣

｢塘清停戟協定｣締結後も,華北や熟河省では抗日運動が次第に活発化してゆき,国境付近で

は紛争事件が絶えなかった｡これに加え,1937年7月の慮溝橋事件以降,日本は中国との全面

的な戟争に突入する｡華北では日本側の支援のもと察帝自治政府,晋北自治政敵 蒙古連盟自治

政府が成立した｡こうした動きに対して,中国共産党は同7月,南京国民政府に国共統･-戦線を

呼びかけ,同9月下旬,第二次国共合作が成立する｡その後も中国共産党は,満州 ･華北の国境

付近で活動を続け,熟河省をめぐる状況は緊迫イヒしていた｡一方,地籍整理局は1936年より地

籍整理事業の第1期事業として ｢応急5カ年地籍整理事業｣を開始したものの,関係法令の公布
(SLIP

の遅延や,職員補充に困牡をきたしたことかち,計画通りに進んでいなかっ声.1936年末頃,

国内における事業の早期完遂の声に押され,満州国政府は再び事業を変更し,新たに ｢第1種地

籍調査事業5カ年計画｣を立案した｡ところが 1937年度は日中戦争の影響を受け,事業は予定

の6割を完了するにとどまった｡

日中戦争開始による野乱状態のなかで,調査班は1937年8月3日までに錦熟蒙地調査を終え

た｡同4日から24日にかけて政府は,調査班長等を錦州省の壷鹿島に集め,調査報告書を取り

注 (30) 岡本正編 『満洲甲土地事情』満洲事情案内所,1939年,144頁.
●
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(3い
まとめた｡これと並行して調査班長達は総合的な ｢蒙地整理法要綱｣の立案に取り組んだ｡ここ

で調査班長達は調査結果をもとに,先に決定された ｢国務院案｣(｢錦熱蒙地権利及貢納整理要

綱｣の略称)の実効性について,審議し検討を重ねた｡｢国務院案｣の内容は,錦熟蒙地の ｢分

割所有権｣的形態を一律に廃して,｢吃租権｣者か,それに準ずるものに完全な土地所有権を与

える方針であった｡しかしながら,調査班長達は ｢国務院案｣の方針は錦熟蒙地の現状に適応し

ないという結論に達し,新たに ｢壷鹿島案｣を作成する｡

この ｢壷鹿島案｣は,モンゴル人 ･漢人の融合を図り,その生業を安定させることを第一の目

標としていたO｢壷鹿島案｣は,一定期間,モンゴル側の租子を徴収する権利を ｢吃観梅｣,租子

を納付し永遠に排種する権利を ｢永遠耕種権｣として,同一の土地におけるそれぞれの権利を分

離し.いわゆる ｢分割所有権｣を認めようとしていた｡ただし ｢壷鹿島案｣は,当該土地の永遠

耕作者以外のものに ｢吃租権｣を譲渡することや,これら ｢吃租権｣と ｢永遠耕種権｣を新たに

分割することを禁じていたOつまり ｢壷鹿島案｣は,蒙地整理の最終目標を ｢単一所有魔化｣に

置きながらも,一定の期間に限り卿 犬の ｢分割所有｣の存続を認め,徐 ･々にその解消を図ろうと

するものであった.この点で ｢壷鹿島案｣は,一気に土地権利関係の一元化を進めようとする

｢国務院案｣とは隔たりがあり,関東軍の ｢通牒｣に異を唱える内容でもあった｡

調査班長連は同25日,｢壷鹿島案｣を蒙地調査本部長 (熱河省次長)に提出後,解散した｡蒙

地調査本部長は ｢壷鹿島案｣提出を受け,錦州 ･熱河両省の各県旗との調整を図るが,県 ･旗も
メ

これにおおむね賛意を示していた｡そこで表地調査本部長は,熟河省公署内に家政班,法制軌

民政姓の3虻を新設し,｢国務院案｣と ｢壷鹿島案｣を基礎として新案の再検討を行わせた｡こ

れと同時に蒙地調査本部長は,錦州省公署に対して意見を求めるなど,各機関に対して周到な根

回しを行っていた｡ただし錦州省公署内では熟河省と異なり,｢国琴院案｣に賛同し,即時に土

地権利関係の単一化を求めるものが多かったという｡ こうした背景には,錦州省の治安状況が比

較的安定しており,土地整理が実施しやすかったことがあったと考えられる｡ その後,熟河省公

署内では,蒙政班が蒙地整理法要綱の起草にあたり,9月12日に ｢熟河省案｣を作成し,これ

を蒙地調査本部長に答申した｡蒙地調査本部長は,同14-15日に3班の班員を熟河省公署旗務

科に集め,合同審議会を開催して,｢熟河省案｣を討議した｡合同審議会には,地籍整理局属官

の伊藤 [名前不明],興安局の旦島徳二郎 (錦州省公署から移動),錦州省公署属官の宮田 [名前

不明],建昌県副参事官の高井 [名前不明]が参加していた｡さらに熱河省は同案の完成を図る

ため,かつて開放蒙地の整理に関わっていた天海謙三郎を臨時参議に任命し,.再検討作業に参画

させた｡

こうして熟河省主導のもと,｢国務院案｣,｢壷鹿島案｣を下敷きに,｢熟河省案｣は作成され

たここの ｢熱河省案｣は,｢壷鹿島案｣の方針を踏襲し,･租子の負担がなく,モンゴル側が自由

に処分できる土地の権利を ｢所得権｣,モンゴル側が租子を徴収する権利を ｢吃租権｣とし,漢

人側のいわゆる ｢永佃権｣を ｢永租権｣と定め,それぞれの権利をそのまま容認する方針であっ

注 (31う 以下,満鉄 『錦,熱蒙地整理事業ノ近状』,1-6頁を参照oなお,同書は天海謙三郎が ｢熱河省

案｣作成に参加した際にまとめられたものと考えられる｡
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た. これに加え ｢熟河省案｣は,早急に権利関係が確立できない土地についても一定の処理方法
(32)

を克め,ゆるやかに単一所有権を確立しようとしていたoつまり現地の官吏が作成した ｢壷鹿島

案｣,｢熟河省案｣は,いずれも ｢分割所有形態｣を認めたうえで,将来的に単一所有権の確立を

目指すという立場を取っており,関東軍ないし,土地制度調査会が主張する ｢国務院案｣とは大

きな隔たりがあった｡

(2)｢錦熟章地調査報告会｣における ｢分割所有権｣をめぐる議論

1937年 11月8,9日,調査班員側が作成した ｢熱河省案｣を満州国政府中央機関に対して報

告するため,｢錦熟表地調査報告会｣が開催された｡同報告会には,地籍整理局総務処長の加藤

鉄也,同審定科長の山管正誠,熟河省公署職貞の及川三男 (元錦熱蒙地調査熟河班班長),錦州し

省公署属官の宮田 [名前不明](同錦州班班長),熟河省公署属官の中島 [名前不明](同熱河拡

琴1分班),原 [名前不明](同熟河班第2分班),熟河税務監督署属官の片倉 [名前不明](同熟

河斑第3分珪),関東軍第三課の永井 [八津次]少佐,給務庁企画処参事官の伊吹幸隆,司法部

民事司第一科長の万歳規矩桂,興安局,内務局の職員が参加した｡

第1日目,地籍整理局の加藤が挨拶したのち,議題は実地調査報告に移り,各調査斑の分珪長

が報告を行った｡ まず元熟河班第1分班長の中島が,熟河省内のオーハン旗,ハラテン中旗の調

査について報告した｡中島は,オーハン旗は ｢金丹道事件十のため,文献資料が少なく,内倉,

外倉の区別も判然としないこと,また班員の人員不足により,調査に困難を来したことなどを説

明したOさらに中島は,｢新民法ニヨリ畢-所有権ヲ確認シ得ルモノハ,暗嚇姑,[ハラナン] ト

放漫-[オーハン]ニ亘り其ノ三分ノー程度｣であり,｢其ノ大部分ガ単一所有権ヲ認メル事ガ困

難｣であると述べた｡その原因として錦熟蒙地では,モンゴル側が所有権を有すると考えられる

が,漠人側も自らに所有権が移転したと考えていることが報告され串.中島は,モンゴル人 ･漠

人側の ｢土地関係ヲアルガ健二認メルコトガ民族間ノ乱傑ヲ避ケ,経済生活ノ武力抗争ヲ少ナク

スル所以デアリマス｡ 其レ故現在ハ在リノ健ノ権利ヲ認メテ置キ其ノ内旗二於テ暫行的二権利ヲ

一方化スル方法ヲトリタイ｡ 現地案 トシマシテハ法的解釈ハ致慮セズニ賓際的ナ敦へカラ致慮シ
(33)

夕｣と説明し,現地案 (熟河省案)を認めるよう求めた｡

つぎに元熟河第2分班長の原は,調査地域の特殊な事例として ｢民族抗争的観点ヨリ見タル熟

河蒙旗｣について報告した｡ここで原は,錦熟蒙地において ｢金丹道事件｣により土地台帳,敬

租台帳が紛失したこと,また,これ以降,■漢人側がモンゴル,側'Q)土地を不法に取得し,モンゴル

側に対し抗租したので,モンゴル人が経済的に劣勢になったことを説明 した｡ 原はこのような秦I

地の現況に対して,満州国はモンゴル人と漢人のあいだのバランスを取りながら,契約時におけ

る両者の意思を尊重するべきであるとした｡ その理由として,両者の租をめぐる関係や~土地問題

は,200年の歴史を経て現在に至るものであり,この現況は直ちに破壊すべきものではないとの

注 ､(32) たとえば,吃租権者が ｢永観梅｣(長年にわたり土地を耕作する権利)を取得する場合,一定の
価格を永租撞着に支払うことや,.永租権者が吃租権を取得する場合も同様に粗子を還元した土地価

格を支払う方針などが示された｡

(33) 地籍整理局 『錦熟蒙地調査報告 上巻』,5-6貫｡
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(34)
考えを示した｡中島や原の報告は,いずれ,も錦熟蒙地における現状碓拝を訴えるものであった｡

続いて,元熟河第3分班長の片倉,元錦州班長の五島から同様の報告がなされたあと,質疑応答

に移った｡最初に加藤が口火を切り,｢今迄調査報告ヲ聞キマスト国務院整理要綱デハ不可能 卜

云フコトニナリマスガ,此ノ要綱ハ [関東]軍司令官ノ決裁ヲ受ケテオリマスガ悪イトナレバ何

等カノ方法ヲ講ゼネバナラヌガ如何｣と述べた｡これに対し及川は,｢国務院案｣は ｢主旨トシ

テハ結構デアリマスガ,ソノ整理着手二昔タリマシテ国務院決定要綱デハ漠人側ガ聞キ入レヌト

思ヒマス｣と返答した｡加藤は明日改めて ｢国務院ノ決定要綱ノ何鹿ガ悪イカト云フコトヲ検討
(351

願ヒタイト思ヒマス｣と述べ,報告会の第1日目は終了した｡

第2日目も引き続き質疑応答が行われ,｢国務院案｣の安当性を巡って調査班員ちと地籍整理

局の論争が繰り広げられた｡ここで加藤は調査法員に対し,_｢国務院案｣が現地の状況に即さな
い理由について説明を求めた.こjMこ対し及)旧主,調査班員側が ｢線審廟ノ要綱 [国務院案]ニ

基キマシテ最モ忠章二調査二薗 リ,調査後モ決定案ノ作成二付キ其ノ調査結果二依り寓全ノ努力

ヲ以テ之ガ検討二者｣り,各県旗参事官,錦州省,税務監督署と協議のうえで ｢現地整理要綱案
(36J

[熟河省案]｣を作成したことを説明した｡

ここで第3分班長の片倉が ｢線審廟要綱案ヲ忠章二検討シマシタ結果育際整理二箇リマシテ
＼

ハ,此ノ案ハ困難デアリマス烏,現地案 [熟河省案]ノ作成 トナリマシタ次第デアリマス｣と述

べ,錦熟蒙地調査本部長連修の ｢錦熟蒙地整理要綱二間スル意見書｣を朗読した｡片倉は最初に

I-要綱案ノ特色ハ分割所有権制度ノ暫行的容認二在り｣と宣言したうえで,錦熟蒙地の複雑な権

利関係について,｢残サレタJL,唯一ノ理解ノ鋪ハ蒙古側ノ権利ハ之ヲ地代ヲ取り立テル所有権

(上級所有権) トシ県人佃戸ノ権利ハ之≠地代ヲ支払フベキ所有機 (̀下級所有権) トシゲルマン

法二所謂分割所有権ノ観念ヲ墳用スルコトニ係り存スルモノト思料ス｣と述べた｡さらに片倉

は,国家権力の強制によって,いずれか一方に所有権を取得させるのではなく,一定期間,′分割

所有形態の存続を容認しながら,モンゴル側 ･漠人側の関係に配慮し,所有権を確立することが
(371

妥当であると主張した｡これらの調査班貝の報告に対し,加藤は ｢此ノ間ノ禽議 [土地制度調査

会第1回会議]ノ結果ハ皆存ジテ居リマスネ｣と念をおした｡これに対し,一同は ｢然り｣と返

答し,討議は続行された｡続けて第3分班長の片倉が,｢国務院案｣と ｢熟河省案｣の異なる点

について説明したのち,加藤は,｢国務院案｣と ｢熱河省案｣のいずれを採用するのか,｢国務院

案｣では何が不都合であるか討議することを捷案した｡このように調査班長ちと加藤の意見は対

立するが,ここで錦州省班長の五島が司法部の見解を求めた｡

これに対し,司法部科長の万歳規矩榛は,目下 ｢民法施行法｣の夢二粂中の ｢物権法｣では従

来の慣習を認めることを決定しているとし,｢私 トシ寺シテハ (中略)蒙人側ノ権利ヲ吃租権 ト

シ漠人側ノ権利ヲ永租権 トスルト云フー此ノ名前ハドゥデモ良イノデスガ此ノ内容ノ権利ヲ在ル

注 (34) 地籍整理局 『錦熟蒙地調査報告 上巻』,6-8貫｡

(35) 地籍整理局 陀轟熟表地調査報告 上巻』,14頁O

(36) 地籍整理局 r錦熟蒙地調査報告 上巻射 15頁.

(37) 地籍整理局 『錦熟蒙地調査報告 上巻』,15,30･⊥31頁｡
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ガママニ認メルコトハ何等異議ハナイ｣としながらも,｢此レヲ分割所有権 トスルトイフ事ハ未

ダ司法部 トシテ決定｣していないことを説明した｡しかしながら,これを ｢在ルガマ､ニ在ル権
(38)

利 トシテ認メル方ガ良イノデハ無イカト思フ｣との見解を述べた｡

万歳の発言に対し,片倉は便宜的に ｢分割所有権｣とつけただけであり,要するに ｢あるがま

ま毎権利｣を認めることと同様であると述べた｡｢分割所有権｣に否定的であった伊吹も,｢ある
(39)

がままの権利｣として認めるならば良いと発言したOI,うして司法部の万歳わ撞案により,報告

会の議論は,｢あるがままの権利｣を容認するという方向-と向かっていった｡加藤はこれらの

意見に同意しながらも,調査班員が提示した20年で租子や ｢吃租権｣を整理する計画を10年に
(4OJ

短縮するように求めた｡

報年会の議論は次第に行き詰まり凍 見せてゆくが,ここで山管が意見を取りまとめてゆく｡ 山

管は,｢国務院案｣では実際の整理は不可能であり,むしろ ｢熟河省案｣のほうが適切であると

した｡しかしながら,｢熟河省案｣が示した20年という短期間では,｢吃租権｣を漢人に買い取

らせることは不可能であるし,無理に湊人側に買い取らせることも満州国の '｢王道精神｣に反す

ると述べた｡ さらに ｢私ハ土地二付イテハ分割所有形態デ良イト思フノデアリマス｡ 日本ノ永小

作権ノ如キコトヲ清洲囲ガ其ヲ異似ル必要ハナイ･｡ 歴史ハ伊達二有ルノデハ無クシテ,日本ノ辿

ツタ悪イ道ヲ二度践ム必要ハ無 ィ . 之ヲ単一所有権二襲ズルコトハ馬政者ハ気持ガ良イデアロウ

ガ,被為政者ハ其ノ間紛事ノ絶間無イト思フノデアリマス｣と発言し,今後は,一旦現地におけ

る ｢吃租権｣や ｢排種権｣を認めたうえで,その解消方法を設定することが重要であるとし,
(41)

｢国務院案｣の再検討について言及した｡その後,議題は由子の処理方法-と移ってゆくが,結

論には至らなかった｡

このように報告会では,｢国務院案｣の示す土地権利関係の一元化の方向から,｢あるがままの

権利｣を認めるという方向へと議論の流れが変化していった｡これらに対し,加藤は異を唱える

ちのの,全体の同意を得られなかった｡このような加藤の弱い立場は,当時,中国軍が熱河省に

たびたび進入するなど,政治的に不安定な状況が形成されていたことと関係があったと考えられ

る｡ 現地の官吏にとって,これ以上,施政に不安定要因を持ち込むことは避けなければならず,

そこに,より現実的な現状維持政策が認められる基盤が形成されたのである｡

4 錦熱賛地奉上一単一所有権確立への揺り戻し-
/

(1) 錦熟章坤の処理方針 .

1938年以降,満州国内では ｢産業開発五力年計画｣が開始されており,その影響を受けて地

籍整理事業はさらに早期完遂が求められた｡満州国では,同時期に不動産登録法が制定 ･施行さ

注 (38) 地籍整理局 F錦熱蒙地調査報告 上巻』,17貢｡

(39) 地籍整理局 r錦熟蒙地調査報告 上巻』,17頁｡

(40) 地籍整理局 『錦熟蒙地調査報告 上巻』,＼17-18頁｡
(41) 地籍整理局 『廃熱表地調査報告 上巻』,18-20貢｡山管の発言は,日本の地租改正の際,｢小作
権｣と ｢所有権｣を巡って混乱が生じたことを踏まえ,錦熟素地において土地所有権の確立を急げ
ば,同様の混乱が生じる恐れがあると危倶したものである｡
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れたため,地籍整理局の業務は増大 ･複雑化してゆき,計画達成は一層餌難となる.そこで満州
142)

国政府は事業を大幅に修正 ･簡易化することになった｡

一方,熟河省をめぐる情勢であるが, 1938年 1月,八路軍は熟河省南部及び河北省北部に抗

日根拠地として ｢晋察巽辺区｣の創設を決定した｡同年6月,熟河省では大水害が発生するとと

もに,八路軍が熟河省西部に進入するなど,情勢は緊迫化していった｡これに対し,日満軍は国
(43)

境地帯において ｢大粛清工作｣を行うものの,八路軍は進入を繰り返した｡こうして省内が混乱

状態に陥ると,土地整理は一旦頓挫してしまう｡ ちょうど1938年に ｢開放蒙地奉上｣が行われ

ていたこともあり,錦熟蒙地の処理は1939年へと持ち越された｡

1939年6月より,熟河 ･錦州各省の官僚,モンゴル人旧王公,および中央政府,興安局との

あいだで,錦熟蒙地に関する協議が再開された｡そこで満州国総務庁が中心となって, ｢錦熟蒙

地処理要綱案｣,｢錦熟蒙地権利整備要綱案｣を作成する｡ 結論を先に述べるならば,これら2つ

の要綱の内容は,熟河 ･錦州省の日本人官吏が主張した現状維持政策ではなく,地籍整理局の主

張する単一所有権確立を目指すものであった.当時,こうした方向へ向かった経緯については不

明であるが,関東軍の意向が強く反映されたものと考えられる｡ 後にこれら2つの要綱案は,

｢錦熟蒙地処理要綱｣,｢錦熟蒙地権利整備要綱｣として公布されることになる｡ ここでは,2つ

の要綱の具体的な内容について検討してゆくことにしたい｡

まず, ｢錦熟蒙地処理要綱 (以下, ｢処理要綱｣)｣についてであるが,これにより政府は,錦熟

蒙地における王公の特殊権益の放棄と,旗制復活という2つの問題の解決を図ろうとする｡ ここ

で政府は,錦熟表地に対してモンゴルの旗 ･旧王公が有してきた特殊権益を国家に奉上させたう

えで,単一所有権を確立してゆく方針を示した｡この際,政府は,旗 ･旧王公が従来取得してき

た地税捷成銀,山倍 (鉱産物にかかる税),旗賞銀 (アヘン特税等),麗価 (漢人が不法占拠した

黒地の地価)杏,便宜的に ｢地理権｣と称した｡この時点で政府は各土地の正確な面積や税収入

を把握していなかったが,概算により ｢地理権｣を約 150万円と見積もった｡政府はモンゴル側
(4J)

が ｢地理権｣を放棄する代償として,同額を支給することを決定した｡以上の方針は開放蒙地奉

上の形式を踏襲して実施されたものである｡ これに加え政府は県を廃止し,モンゴル人を主体と
(45)

する ｢旗制｣を復活させることも決定した｡

つぎに,政府は ｢錦熟蒙地権利整備要綱｣(以下, ｢整備要綱｣)によって,錦熟蒙地における

土地権利関係の具体的な整理方針を定めた｡｢整備要綱｣は,モンゴル側 (モンゴル人,旗公署,

王府,寺院)が租子を徴収している土地は,原則としてモンゴル側を土地所有者とみなすことを

基本方針とした｡この際,旧主公が租子を徴収してきた内倉地は私産とみなされ,奉上の対象か

らはずされた｡さらに,モンゴル側が自由に処分することができる土地は,モンゴル側に所有権

注 (42) 満洲帝箆政府編 F明治百年叢書第91巻 満洲建国十年史』麻書房,1969年,205-206貫.

(43) 防衛庁防衛研修所戦史室編 r戦史叢書 北支の治安戦 く1)』朝雲新聞社,1968年,86-87頁｡

(44) 150万円のうち130万円は,棄民厚生事業費として蒙民裕生会の設立と運用にあて,20万円は各

旗に補助金として支給した｡輿安局 『錦熟豪地奉上聞係記録集成』(1939年),17-20貢｡
(45) ｢旗制｣とは,満州国時代,新たに制定されたものであり,旗はモンゴル人が ｢自治権｣を有す

る行政組織であり,満州国官僚の旗長が治めるもの~とされた｡
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が認められた｡モンゴル側が生計上,現に使用している原野,山林,遊牧地帯は旗有となること

が決定された｡

さらに ｢整備要綱｣は,モンゴル側が買い戻すことが不適当である土地,すなわち租子納付義

務者 (漢人)側に土地所有権が認められる場合についても方針を定めた｡これは清未以降の法令

の廃止 ･改正によって,モンゴル側が佃戸より ｢押契銀両｣､(小作敷金の一種)を得ている土地
早,モンゴル人が ｢吃租権｣をすでに売却した土地を指した｡この場合,租子納付義務者 (漢

A)は,これまで支払った租子を一定率還元した金額 (ただし算出方法は未定)をモンゴル側に

支払えば,土地所有権を得ることが出来た｡錦熟表地の6割を占める私墾地 ｢黒地｣について

は,全てこれを国有とみなしたうえで,現土地占有者に丁実情に即応する価格｣,すなわち当時
(J16J

の土地取引価格により優先的に払い下げてゆくとした｡

｢整備要綱｣は,留保つきながらも,モンゴル側が租子を徴収している土地はモンゴル側に所

有権を認め,牧地等を旗有とする方針を示した｡つまり租子があるかどうかが,土地所有権確立

の判断基準となった.さらに往Elすべき点は,内倉地が旧王公の私産とみなされ,車上対象から

省かれた点である｡ これは旧王公 ･旗の諸権利を一律に放棄させた開放蒙地の場合と大きく異な

っている｡ また,旧王公に対して,開放蒙地奉上の堺合と同様に興安局総裁名義の公債を発行

し,その利子を生活費として支給するなど優遇策がとられることになっていた｡こうした旧王公

に対する措置は,熟河省の政治情勢が不安定であることや,1938年の段階でさえ,錦熟表地各

旗において旧王公が旗長に就任し,旗内を統括していたことと大いに関係があるであろう｡ 以上

のように政府は,錦熟蒙地に対して旗 ･旧王公が有してきた特殊権益の放棄と ′｢吃租権｣の解消

を決定したが,これにより蒙地不売の原則は撤廃されることとなった｡政府は錦熟蒙地の整理方

法を定めたうえで今後,旗忠署 (公共用地は除く),王府,寺廟,モンゴル人,漢人に対して一
(47I

律に地税を賦課することを決定したoただし ｢地税法｣(1936年)で_は,国家や県,旗の公共用

地や寺院,道路,学校用地は地税を賦課されないことになっていた｡ それゆえここで課税対象に

なった土地とは,旗公署や王府,寺院の土地でありながら,農民を入植させ,租を徴収している

土地を指すと考えられる｡ 以上が政府の錦熟蒙地整理の方針であるが,こうして熱河省側が主張

した現状維持案は,土地所有権の一元化を目持す ｢国務院案｣-と再び後退することになる｡

(2) 錦熟素地奉上 ●

1939年6月以降,満州国政府は諸会議を開催して,｢錦熟蒙地整理要綱案｣,｢錦熱蒙地権利整

備要綱案｣を各機関に撞示してゆく. まず6卜月12日,興安局主催 ｢錦熟両省次長懇談会｣が開

催され,続いて同22日,熟河省公署主催 ｢熟河省参事官懇談会｣,7月3日,｢錦叩省参事官懇
(4吊)

談会｣が開催された｡̀同10,11日,興安局は,錦州 ･熟河省のモンゴル人官僚と調整を図るた

めに,｢旗科長懇談会｣(目満軍人会館)を開催する｡ 会議には,興安局総裁のジャガルを筆頭

に,モンゴル人 ･日本人官僚が多数参加し,及川三男,錦州･熟河省所属のモンゴル人科長が各
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注 『錦熱蒙地』,14,25-28貢｡

『錦熟蒙地』,121頁｡

打錦熟表地』,31貫o
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旗2名ずつ参加した｡ここで興安局側は,2つの要綱案を各旗の科長に捷示したが,各旗の科長
(49)

達もこれに全面的に賛意を示した｡

引き続き興安局は,2つの要綱案に対する旧王公甲同意を取り付けるために,同7.月27,28

日 ｢錦熱蒙旗旗長及び旧蒙古王公代表懇談会｣(国務院総理官邸)を開催した｡同会議には,各

旗旧王公代表のほか,興安局,錦州省公署,熟河省公署土地科長の及川らが参加した｡第1日

目,興安局側は各旗旧主公に対して,錦熟蒙地整理に関する説明を行い,両者のあいだで協議が

なされた｡そこでオンニヨード左旗旗長のラテンワンソクは,同旗の土地関係が極めて複雑であ

ることや,旗内の ｢不毛地帯｣ではモンゴル人が牧畜生活を営んでいる現状を説明し,土地権利

審定に関して ｢十分蒙民ノ立場ヲ御考慮願ヒ度イ｣と述べた｡これに対し興安局の自演は ｢錦熟

蒙地権利整備要綱案｣を引いて,モンゴル人が生計上利用しつつある遊牧地帯は無償で旗に承領
(50)

させることを説明した｡

第2日目,国務院総理の張景恵が錦熟素地奉上に関する ｢訓示｣を述べた後,各旗代表が錦熟

豪地における諸権利の国家への車上を宣言し,｢錦熟蒙地奉上｣が成立する｡ その衡 8月3日,

地方処主催 ｢錦熟両省県長懇談会｣を経て,2つの要綱案は,同9日 ｢水曜会議｣(政府内の定
(511

例事務連絡会議)にかけられた後,同･14日 ｢国務会議｣,同22日 ｢参議府会議｣を通過した｡
(52)

政府は9月に錦熟蒙地奉上を公表した｡

こうして政府は,錦熱表地奉上に対するモンゴル側の承認を取り付けることに成功した｡しか

しながら,従来,入植者がモンゴル側に支払ってきた組子をいかに解消してゆくかという問題が

残されていた｡そこで政府は,1939年 12月,｢熟河蒙地権利及租子調整規定｣(以下,｢調整規
(53〉

定｣)を策定し,租子の解消に乗り出してゆく｡｢繭整規定｣は.先に決定された ｢整備要綱｣の

方針に基づき,モンゴル側が買い戻せる土地と,耕作者 (漢人)に土地所有権が認められる土地

の線引きを行った｡この際 ｢調整規定｣は,賠償金の支払い基準を細かく設定するとともに,

｢金丹道事件｣が生じた1891年を基準に権利確定の規定を設け,金丹道事件以前の契約について

は入植者側に,それ以降の契約についてはモンゴル人側に有利にとりはからうことを規定してい

た｡耕作者 (漢人)が所有権を得る場合,モンゴル側に支払う賠償金の額は,時代や契約条件に

より多少異なるものの,租子の25倍以下の金額内に留めることになった.しかしながら現宕問
/

題として,モンゴル側が土地を買い戻すことや,耕作者 (漠人)側が土地を買い取ることが可能

であるのか,あるいはこうした方法で両者が納得するかどうかについては,ここでは検討されて

いなかった.政癖の計画では ｢調整規定｣の施行により,錦熱蒙地車上に関わる諸手続きは完成

するはずであった｡ところが政府は,実際に蒙地の整理を進めてゆくうちに,いくつかの問題に

注 (49) 興安局 『錦熟蒙地』,40-50頁
(50) 輿安局 帽串熟蒙地j,25頁o
(51) 興安局 F錦熱蒙地』,32頁｡

(52) この段階で満州国政府は外倉地を国有とするか,開墾されている場合は個人所有とするか決定し

ていなかったが,最終的に外倉地の収入は蒙民裕生会の運営資金となり,1940年以降,同会は錦熟

素地の土地審定作業に従事する｡

(53) 興安局 『錦熟蒙地』,104-109頁｡
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直面することになる｡

5 ｢分割所有権｣の廃止と容認

(1) ｢分割所有権｣の廃止

地籍整理事業は,1939年に入り,国内の早期完遂の要請により,計画を再び変更する｡ さら
I

に満州国政府では ｢治安の好醇に依る行政の浸透,産業の開尊に伴ふ土地利用の増進｣により,

緊急,かつ全国的 (輿安省内等の地域を除く)に事業を実施することが求められた｡そこで
(54)

1940年2月,政府は地籍整理局を国務院地政総局に改編するとともに,測量方法を簡略化した

ほか,応急調査を導入して1940年より約70万km2を整理することを決定した｡同時に政府は,
(55)

地籍整理局各分支局を廃止し,省,市,県など地方行政機構の地政科,地政股に吸収させた｡

地政総局は,これらの事業を統括すると同時に,国有地管理や不動産業務,商租権整理などの業

務を担うことになる01941年以降も,事業は早期完遂が求められ,調査の際に地籍図調製を省
(56)

略するなど簡略化が進められ,徹底的な合理化が図られた｡

一方,政府は地政総局設立に先んじて,1939年4月に錦熟蒙地整理の準備･機関として,熟河

省地政局 (熱河省公署外局)を設立した｡錦熟蒙地の整理は,紛争解決が主となるため,一般の
L57)

地籍整理の方法をその'iま適用するわけにはゆかないと考えられていたO地政局本部には,総務

秤,事業科,地政科が置かれ,現地には支局に相当する踏査班が置かれた｡地政局は,はじめの

半年間,職員の教育 ･訓練を行い,蒙地の権利関係や整理要綱に基づく具体的な土地整理方法な

どを教授した｡1940年には錦州省地政局が設置された｡

1940年2月,地籍整理局が地政総局に改組されると同時に錦州 ･熟河省の各地政局も改組さ

れ,錦熱表地における権利審走作業が本格化していった｡地政総局は,_対象地城の旗に地政局支

局を設置して専従地局長を配置し,各支局には日本人,モンゴル人,漢人職員 (100名程度)杏
(5壬り

置いた｡彼らは宣撫活動や予備調査を実施したうえで権利確定を行う予定であった｡まず 1939

年よりオンニヨード右旗における権利審定が開始され,1940年に同左旗,1941年にハラチン三

演,オーハン旗において権利審定が始まった.こ甲際,審走地域 (各村ごと)や開始Elが公示さ

れ,約 1カ月間のあいだに土地権利者が土地の所在や面積などを自己申告し,地政総局は必要に
(59)

応じて測量や調査を行うことになっていた｡

かつて政府は,蒙地における ｢分割所有権｣に配慮して,1936年,｢土地審定法30条｣を設

けていた｡土地審定法30条は,同一の土地において2件以上の権利が並轟し,いずれが所有権

か認定Lがたい場合は,当面それぞれの権利を登録することを取 り決めていた｡-ところが政府

注 (54) 満洲帝国政府 F痛洲建国十年史j,206貢.

(55) 地政線局 『地政業務概況説明書』1941年8月,2頁｡

(56) 満洲帝囲政府 r清洲建囲十年史』,206-207貢O

(57) 北支経済調査所第三班 r清洲囲地籍整理状況視察報告』,82頁｡
(58) 満洲国史編纂刊行全編 『満洲囲史 各論』財団法人満蒙同胞援護会,1970年,1267-1268頁｡

(59) 清水金次郎 ｢熟河蒙地の地籍整理と某に伴ふ諸問題｣『東亜人文畢報』第4巻第2親 (1943年),
131頁｡
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は,開放棄地,及び錦熟表地奉上を達成したことで,土地審走法30.条の規定は必要ないと判断
(60J

し,1940年6月に同条例から ｢分割所有権｣の規定を削除する｡ しかしながら,こうした ｢分

割所有権｣の廃止がのちに問題となってゆく｡

1940年以降,熟河省地政局と棄民裕生会が錦熟豪地整理をこあたることとなり,｢調整規定｣を

もとに錦熱蒙地の審定作業に入った｡実際に審定に関わった柳瀬正観 (元錦州省地政局事業科

長)によれば,地政総局の職員達は ｢和解主義｣と ｢職権主義｣をもって土地審走に望んだとい

う｡ 柳瀬に.よれば,｢和解主義｣とは,.｢お互の権利をよく知ってゐる雨昔事者が表地権利調整の

規定に照して和解すればよろしいといふ建前で,蒙民裕生骨や地主代表などが和解調停の衝に普

ってくれる｣方法であり,｢職権主義｣とは,｢両民族感情と利害の野立が劇しくて,和解は困難
r61)

であるから役所の職権でキツパリと定めてやる｣方法であるという｡ ここから地政総局は,錦熟

蒙地の権利審走を蒙民裕生会や現地の地主に-任し,問題が生じた場合にのみ措置を講じていた

ことが推測できるO 当時,こうした方法により効率的に作業を進めなければ,.事業の早期完遂は

ほとんど不可能であった｡しかしながら,錦熟蒙地において審走作業が進むにつれ,上記のよう

な解決方法では解決できない問題,すなわち ｢分割所有権｣の問題が明らかになってゆく. 審定

作業の過程で,ある土地に複数の権利が存在する場合,どうしてもそれぞれの権利者の間で調整

がつかず,それゆえ単一所有権を確立することが出来ない場合が出てきたのである. これらの問

題に対して,嘩府は現地の判断に委ねるとしたものの,紛争解決の糸口は見つからなかった｡こ

こで政府は土地政策について再検討を迫られることになる｡

(2) ｢分割所有権｣の保持とモンゴル人の租子売却

当時,地政総局は ｢調整規定｣では解決できない問題を処理するために,審定処長の西尾極に

現地調査を行わせた｡その結果,西尾は錦熟蒙地において単一所有権を確立する方針を退け,再
(らll)

び ｢分割所有権｣を認めるという判断を下した｡この西尾の判断を受けて,1941年 12月,満州

国政府は,｢土地審定法｣ならびに同法施行令を改正することとし,｢分割所有権｣に関しては,

r土地審走法八粂ノ二｣を定めた｡同条項は,同一の土地に所有権を主張する者が2名以上あり,

これらの者が,その土地に対して有する法律上,事実上の関係に照らし,･そのなかの一部の者の

みを所有権者と認定す声ことが困難である場合,地政総局は,その土地に対して ｢地上権,耕種

権,地役権,典権 (不動産使用収益権)｣を設定してゆくか,一部の者のみに所有権を認めて,
(63)

その他の権利者に対して金銭を支払うこととした｡つまり地政総局は,解決がつかない場合,土

地権利関係の現状を重視し,それぞれの権利を民法上の諸権利に分割し,当てはめることで問題

を処理しようとする. これにより錦熟蒙地における単一所有権の確立は,より現実的な方向へと

向かい,土地政策は現地の慣習に飲み込まれてゆくことになる｡

注 一(60) 相良政行 ｢土地審走法及同法施行令の改正理由並に解説｣『地政』第5巻5鍍 (1940年10月),
25-27頁O .

(61) 柳瀬正観 ｢素地整理雑感｣r地政』第8巻2髄 (1943年4月),.51貢O
(62) 柳瀬 ｢表地整理雑感｣,54-55頁｡

(63) 菊井三郎 ｢土地審走法及び同法施行令の改正に就て｣『地政』第7巻 1鋸 (1942年2月),41-42
頁｡
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.以上の問題のほかにも,政府は錦熟表地において多くの問題を抱えていた｡例えば1943年の

段階で,熟河省地政局は紛争事件234件のうち140件が未済であると報告している｡ おそらくこ
【64)

れらは表面化したものに過ぎなかったと考えられる. また,I1942年に錦熟蒙地の整理状況を調

査 ･研究した清水金次郎は,紛争事件として,(1)もともとの租契約の内容や租額を漠人側が守

らない場合,あるいは漠人側が,正規の ｢吃租権｣者と ｢和解｣せず,虚偽の吃租人を立てて和

解したかのように見せ,問題をさらに複雑化させるなどの租子を巡る紛争,(2)契約文書に記載

される境界が唆味なために生じる境界紛争,土地特定に関する紛争,(3)自櫨地は,モンゴル側

が権利を有する土地とされたが,権利認定が難しい場合が多く,そのため生じる紛争,(4)二重
(65)

売買 ･二重典売が明らかになった結果生じる紛争,などを報告していたoこれらの問題は;_まさ

に漢人が蒙地に入植してから,永年にわたり蓄構されてきた本源的な問題である｡ 両者の紛争は

根深いものであり,政府が法律や要綱を提示しただけで解決できるような単純な問題ではなかっ

た｡

また,錦熱蒙地奏上以降,権利審定により,漠人側は土地所有権を放棄したモンゴル人に対し

て租子補償金を支払うことになっていた｡ 当時,蒙民裕生会は,-漠人側の支払うべき租子補償金

をモンゴル人に代わって徴収し,これを興農合作社に預け入れ,年4分の利子をモンゴル人に支

給し,彼らの生活を安定させることを計画していた｡ところが錦熱素地奉上により蒙地を売って

ほならないという建前がなくなったため,土地審定を待たずに,モンゴル人が漢人に対して ｢吃

租権｣を安価で売却する事態が続出する｡ 清水によれば,その要因には,モンゴル人の生活が不

安定であることだけでなく,興農合作社が設定した年4分の金利に対し,地方金利が3-4割で

あったため,モンゴル人が個別に租子を売却し,資金を運用しようとする動きがあった｡これら

の傾向はハラテン中旗,同左旗で多く見られ,ハラナン左旗では蒙民裕生会に対して租子補償金

の返還要求を起こすものもいた｡ また,漢人がモンゴル人に対して,熟河省の治安状況が必ずし

もよくないため,今のうちに安価でも粗子を売却し,現金を取得したほうが有利であると説得

し,組子売却を促す場合もあった｡これに対し蒙民裕生会は,土地審走作業の際,モンゴル人に

対して安易に租子売却をしないように説得して回ったという｡ しかしながら,漢人の棄民裕生会

に対する租子補償金の未払いも多く見られ,これも一般のモンゴル人の ｢吃親権｣売却に拍車を
(66)

かけたといわれる｡ これら租子売却は,罰則が設けられないかぎり,必然的に発生するものであ

り,モンゴル側が従来から有してきた土地に対する権利を完全に失うことを意味した｡

ま と め

満州国政府は,地籍整理事業を進めるなかで,モンゴル人と漠人間の土地権利の整理という困

錐な問題に直面していた｡関東軍と土地局 (地籍整理局)は,日本が台湾や朝鮮で実施した土地

調査事業の手法を参照しながら,､土地権利関係の一元化を進め,ここに近代的土地所有権を確立
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注 ｢熟河蒙地の地籍整理｣,142-143頁｡
｢熟河蒙地の地籍整理｣,143-145頁｡

｢熟河蒙地の地籍整理｣,150-151頁｡
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しようとする｡ これに対して現地の日本人官吏たちは,錦熱表地では単一所有権の確立は現状に

即していないとして現状維持政策を主張する｡ こうして錦熱表地を舞台として,関東軍 ･土地局

が主張する近代的土地所有権の一元化政策と,現地の官吏が主張する現状維持政策が真っ向から

衝突する｡このような状況のなかで,政府は現地の官吏q)反対を押し切って錦熱蒙地奉上を実施

し,単一所有権の確立に踏み切った.ところが政府は事業を進めるなかで,単一所有権確立が不

可能な状況に直面し,結局 ｢分割所有権｣的な土地権利関係を容認せざるを得なくなる｡ こうし

て錦熟蒙地における地籍整理事業は,現地の慣習に飲み込まれてゆくことになるが,問題の一部

は解決されないまま残された｡

1945年,日本の敗戟により,地籍整理事業は未完のまま終わりを告げた｡戦後,国民政府は,
t67)

台湾や旧満州国地域における地籍整理事業を継承し,土地整理に当たろうとする｡ ところが国民

政府は,戦後の混乱のなかで地籍整理事業の文献が失われたことや,満州国時代の法令と中華民

国土地法との調整や統一といった問題に直面することになる｡さらに満州国崩壊後,旧錦熱蒙地

地域では,モンゴル人旧王公や有力者により結成されたジョソト･ジョーオダ両盟代表団が,国
｢68)

民政府に対してモンゴルの土地の保護とモンゴル人 ･漢人の分治を求めていた｡このような事例

からも,漢人とモンゴル人の土地を巡る本質的な問題は,満州国時代に解決されることなく,汰

の時代へと継承されたことが確認できる｡ しかしながら本稿で見たように,地籍整理事業は,鍬

熟蒙地における晴代以来の蒙地不充の原則を撤廃させ,モンゴル人の租子売却を推進していっ

た｡つまり地籍整理事業は,錦熟蒙地において単一所有権の確立を促し,伝統的な土地制度のあ

りかたを転換させるという重要な意味を持っていたのである｡

注 (67) 笹川 r中華民国期農村土地行政史』,40-41貢｡

(68) ｢抗日豪族慶祝勝利遺都代表囲呈送各蒙旗人民意見書等九鮎｣(卓索圏 ･昭鳥達雨盟代表画一蒙蔵
委員倉,1946年12月10日)台湾国史舘行政院樟案巻06卜1421｡

24 (392)


